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７．公共施設等の現状まとめ 

（１）公共施設等の改修・更新等への対応 

過去に整備を進めてきた公共施設等の老朽化が進んでいます。今後、これらの公共施設

等の改修・更新等の費用が発生することが見込まれ、今までのように改修・更新等への投

資を継続していくと、町の財政を圧迫し、他の行政サービス（機能）に重大な影響を及ぼ

す可能性が出てくることが予想されます。 

このような状況を回避するには、改修・更新等にかかる費用を全体的に抑制するととも

に平準化させることが必要であり、今後は、中長期的な視点による計画的・戦略的な公共

施設等の再編成・管理に取り組み、将来にわたっての取捨選択を行う必要があります。 

また、現在、公共施設等の情報については、一元管理し、より効率的な管理・運営を推

進していくための仕組みづくりが課題となります。 

 

（２）人口減少・少子高齢化社会への対応 

冒頭に触れましたように、本町の人口は既に減少局面に入っており、平成５２年には、

平成２２年から 28.5％減の 13,516 人と推計されています。年齢構成別にみると、財政

負担の中心的な役割を果たす生産年齢人口は少子高齢化の進展に伴い、平成５２年には、

平成２２年の 11,519 人から 42.9％減の 6,578 人となり、総人口の減少よりはるかに

大きく落ち込むことが予想されています。そのため、このような人口構成の大きな転換に

伴う町民のニーズの変化に対応した、適正な公共施設等の総量規模や配置を検討していく

必要があります。 

また、地域によって人口増減の傾向や少子・高齢化の進行状況が異なっていることから、

各地域の特性に応じた公共施設等の適正な配置や管理・運営を行っていく必要があります。 

 

（３）逼迫する財政状況への対応 

今後、人口の減少に伴い町税収入等一般財源の減少が予想されることに加えて、少子・

高齢化に伴う扶助費等の義務的経費が増加することから、投資的経費等の公共施設等の維

持管理のための財源確保が厳しくなることが見込まれます。こうした厳しい財政状況の中

で、公共施設等の管理・運営にかかる費用を縮減し、なおかつ機能の維持を図っていくこ

とが大きな課題となります。また、町民との協働や民間企業との連携も視野に入れながら、

事業の効率化や維持管理費の削減に取り組む必要があります。 


